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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

令和04年06月21日(火)

人権政策課 担当係 男女共同参画推進係 管理番号 3016男女共同参画推進事業

みんなで創る協働のまち

男女共同参画の実現

令和2年度

総務費 総務管理費

市民

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

２．事業費（投入コスト）

区分 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事
業
費 地方債 0 0

9,336,307 3,410,865 2,580,508

年度別計画

4,478,000 5,288,000

事務事業評価表
１．基本事項

大項目

小項目

6

　社会生活における男女共同参画に向けた意識啓発のため、全ての市民を対象に、情報の発信や、講座の開催など啓発
事業を推進することで、男女共同参画意識の向上を図り、男女共同参画社会の形成を促進するものである。

担当課

県支出金 0 0 0 0 0 0

0

1,012,000

0

9,336,307

男女共同参画推進費

事務事業

2

事業概要

9,098,000

0

0

決算額

国支出金

中項目 1 一人ひとりの個性が尊重されるまちづくり

0 0

0 0 0 0

10,014,000

0 0 0 880,000 1,012,000

3,410,865 2,580,508 2,826,248

単位：円

2,749,779

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

32,673,307 19,753,065

23,337,000 16,342,200

3.00 2.10 1.35 1.35 1.35

13,192,858

10,612,350

1.70

13,823,292

23,933,292

10,983,600 10,478,586

14,689,848 14,240,365

令和4年度

3,761,779

前年度決算額（円）

一般会計

目

総
合
計
画

主要プロジェクト 1 出産・子育て安心ふかやプロジェクト

男女共同参画社会基本法　深谷市男女共同参画推進条例
第３次深谷市男女共同参画プラン
まち・ひと・しごと創生総合戦略

根拠法令
個別計画等

事業区分 ■ □

目的
※何のために

男女共同参画推進事業

男女共同参画意識の向上及び男女共同参画社会の形成の促進につなげるため

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

講座の開催や広報等での情報発信、また、市民団体が実施する男女共同参画に関する事業に支援を行う。

成果
※何を求めるか

男女共同参画に向けた意識啓発

項

作成日

細事業名

令和3年度

事務事業を
構成する
予算事業

3,706,248 3,761,779 0

第４次深谷市男女共同参画
プラン策定業務Ｒ３年から
事業開始

10,110,0004,062,000 4,243,000

本事業の
主な業務

執行体制

男女共同参画会議の開催

男女共同参画プランの推進

男女共同参画推進委員会の開催

男女共同参画講座の開催

男女共同参画情報の発信

相談事業（女性の悩み相談）

男女共同参画事業所啓発・相談事業

深谷市連合婦人会補助金



270 270

271 374 313 0

実績値

270

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

講座の参加者数
人

３．評価指標
目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

0

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

過去の年間訪問件数を目標値とする/実数

社

単
位

40 40 40 40

032 22

評価者 男女共同参画推進係長　吉岡　孝行

区分 評価の観点 評価 評価理由

４．観点別評価

11 11

令和
4年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

令和
2年度

令和
3年度

40

270 270 270

32

0

0

過去の開催数を目標値とする

2

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できている
か。
・民間委託や他事業との統合・連携が可
能か。

広報やSNSを活用し効果的に男女共同参画についての情報提供を行った。ま
た、事業所向けセミナーやメール配信、パンフレットの送付などにより、事
業所内における男女共同参画やワークライフバランスの周知・啓発を行っ
た。今後、講座参加者を増やすため、受講申し込みに電子申請を活用してい
く。

B

B

新型コロナウイルス感染症の影響により事業所訪問が実施できなかったこと
により、男女共同参画推進員や女性活躍推進事業所を増加させることはでき
なかったが、男女共同参画推進員へ情報を提供したことにより各企業で周
知・啓発を実施することができ、男女共同参画の意識が高まったと答えた市
民の割合も目標値を大幅に上回ることができたため、評価をBとした。成果

12.6

社

実績値

目標値

実績値

目標値

5

1

活動指標２

成果指標１

成果指標２

成果指標３

評価理由・指標数値の推移
新型コロナウイルス感染症の影響により事業所訪問はほとんど実施できな
かったが、事業所へメール配信やパンフレットの送付、広報、SNS、パネル
展示などの方法により、企業内での男女共同参画の推進やワークライフバラ
ンスについて周知・啓発を行った。また、講座を開催し啓発を行った。

23.4 0

0

17

0 9 5 5 5

24 18 1

41

設置件数の伸びを考慮し目標値とする　/　実数

2 2

評価評価の観点区分

20.8 24.620.9

4 2

12.6 12.6

社

成果指標４

目標値

実績値

区分

ワークライフバランス及び男
女格差是正の啓発を行った事
業所数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

男女共同参画推進員を新たに
設置した事業所数

女性活躍等推進事業所として
新たに認証した事業所数

目標値

実績値

男女共同参画の意識が以前よ
り高まったと答えた市民の割
合

講座の開催数

0

％

回

過去の実績値を下回らない目標値とする　/　市民まちづくりアンケート

11 11

11 10 9 6 7

12.6 12.6

過去の年間認証件数を考慮し目標値とする　/　実数

0 0 0 0

0 2 2

目標値 11

実績値の算出式

12.6

11

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 男女共同参画推進係長　吉岡　孝行

過去の参加者数を目標値とする

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

B

182 157

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

□ ②現状のまま継続 ■成果向上のための改善

■ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

７．改善改革プラン・今後の課題

令和4年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

より効果的に事業が実施できるよう、周知方法や開催日時を含めて事業内容を検討する。
また、男女共同参画講座の申し込みに電子申請を導入する。

８．評価指標グラフ

より効果的に事業が実施できるよう、周知方法や開催日時を含めて事業内容を検討する。

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

男女共同参画社会の実現にあたっては、国・県とともに取り組んでいく必要
があり、男女共同参画に対する意識を高めるためには、一過性で終わらせる
ことなく、啓発事業を継続的に行っていくほか、興味を持っていただけるよ
うな事業内容となるよう検討していく必要がある。

令和2年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

コロナ過ではあったが、新型コロナウイルス感染症の予防対策をしながら参加型講座を実施した。
また、感染症を配慮しオンラインセミナーの開催やYouTubeでのオンライン配信を実施した。

評価者 人権政策課長　坂倉　美由紀

評価の内容説明

3016事務事業 男女共同参画推進事業 担当課 人権政策課 担当係 男女共同参画推進係 管理番号

区分 活動指標１ 指標名 ワークライフバランス及び男女格差是正の啓発を行った事業所数

令和5年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

男女共同参画の実現にあたっては、市民への啓発だけではなく、企業に対する啓発も重要であるこ
とから、男女共同参画についての情報提供や事業所訪問を実施しワークライフバランスや女性活躍
の取り組みを推進していく必要がある。

区分 成果指標１ 指標名 男女共同参画推進員を新たに設置した事業所数
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平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値

実績値
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平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値

実績値

上記を実施するための具体的な取組内容は？


